
欠陥合意の解剖：日米関税交渉に
おける日本の失策

石破政権下で締結された日米関税合意は、日本の通商外交における重大な失敗事例で

す。80兆円（5500億ドル）規模の対米投資枠組みを極めて不利な条件で受け入れ、合意

内容の解釈権を事実上米国に明け渡しました。

この失敗の根源には、場当たり的な交渉戦略、総理大臣の指導力欠如、そして「官邸主

導」モデルの深刻な脆弱性が存在します。



「アメリカ・ファースト」という
試練

関税の脅威

自動車セクターを標的とした25%の追
加関税の脅威が日本経済に壊滅的な打

撃を与えかねない状況でした。

不平等な交渉

これは対等な交渉ではなく、脅迫下で

行われたものでした。米国はTPP水準
を超える大幅な譲歩を公然と要求しま

した。

脆弱な立場

合意は日本の脆弱な立場から生まれ、トランプ政権の攻撃的な通商姿勢の中で形成

されました。



合意の二本柱：論争を呼ぶ「ギブ・アンド・テイク」

第一の柱：関税引き下げ

脅威となっていた25%から15%への相互関税引き下げが実現しました。し
かし、日本の最大目標である自動車関税の完全撤廃は達成できませんで

した。

第二の柱：対米投資

日本による5500億ドルの対米投資コミットメントです。トランプ大統領
によって関税引き下げの見返りとしての「署名ボーナス」と位置づけら

れました。

この枠組み設定は当初から取引的かつ階層的な関係性を示唆し、日本側

が描こうとした互恵的なパートナーシップという物語とは根本的に矛盾

するものでした。



「認識のずれ」：二つの物語

1

米国の物語

5500億ドルを米国政府が「我々の資金を、我々の好きなように投資でき
る」裁量権を持つ資金と描写し、「アメリカ・ファースト」政策の明確な

「勝利」を強調しました。

2

日本の物語

直接的な資金移転ではなく、政府系金融機関による「日本の民間企業」投

資促進のための最大支援「枠」であると説明し、国益に資するものと位置

づけました。

詳細な共同文書が存在しなかったことが、これらの矛盾した解釈の併存を許し、混乱と

将来の対立の火種を生みました。



投資フレームワークの構造分析

5500
億ドル規模

JBICとNEXIによる金融支援
の最大コミットメント額

1-2%
出資部分

全体のわずか1～2%が高リ
スクの株式投資、残り98%
が比較的低リスクの債権

90%
米国の利益

「みなし配分額」超過後は

利益の90%が米国へ、10%
が日本へ

この投資は財政からの直接的な資金移転ではなく、直接融資、株式投資、融資保証の三

つの形態をとります。しかし、「みなし配分額」の算出方法は公表されておらず、重大な

「ブラックボックス」となっています。



ガバナンスの迷宮：意思決定の支配構造

1
米国大統領

最終的な意思決定権者として「完全な裁量権」を保持

2
投資委員会

米国商務長官が議長を務め、大統領に案件を「推薦」する権力の中枢

3
協議委員会

日米両国代表で構成されるが、純粋に助言的な役割に留まる

4
日本の役割

資金供給者として45営業日以内に指定口座への拠出義務

この構造は日本が「提案はできるが決められない」状況を生み出し、実質的な審査や異議申し立てを事実上不可能にしています。



「ブーメラン条項」：成文化された

強制力

日本が選定されたプロジェクトへの資金提供を拒否した場合、米国大統領が懲罰的関

税を再賦課する権利を持つ

この条項は投資と関税の脅威を恒久的に結びつけるものです。たとえプロジェクトがど

れほど高リスクで国益に反するものであっても、日本がそれを拒否するという実質的な

選択肢は奪われます。

この構造により、投資は自発的なものではなく、経済的懲罰を回避するための事実上の

強制的義務となり、専門家から「半ば恐喝のような建付け」と評されています。



EUとのEPA vs. 米国との関税合意：
交渉アプローチの決定的な違い

EUとの経済連携協定（EPA）

この協定は、対等なパートナーシップと

相互利益を基盤とし、国際的なルールに

基づいた透明性の高い交渉を通じて締結

されました。

相互利益: 双方にとってメリットのあ
る広範囲な関税撤廃・削減。

透明性: 詳細な交渉経緯と明確な合意
文書の公開。

対等な関係: 強制力のない協力的な交
渉プロセス。

米国との関税合意

自動車関税の脅威の下、日本側に一方的

な譲歩を迫る形で成立。合意内容は不透

明で、米国の裁量に日本の国益が委ねら

れました。

一方的な譲歩: 自動車関税の完全撤廃
は達成されず、巨額の投資枠をコミッ

ト。

不透明な条件: 「ブラックボックス」
化した投資枠や「ブーメラン条項」。

脅迫的な環境: 関税再賦課の脅威が交
渉の背景に存在。



交渉担当者の失策：受け身の譲歩
戦略

1 当初の楽観論

「相互関税のみならず、商品別関税も撤廃せよ」という強気な要求からス

タート

2 長期消耗戦

赤澤大臣が8回にもわたる訪米を重ね、「ゆっくり急ぐ」という消極的アプ
ローチに転換

3 危機管理

訪米中止事件で米国側の強硬戦術が露呈し、「認識に大きなズレ」が表面

化

4 事後処理

合意内容の「改めて確認」や米国側運用への「修正要請」という弱い立場

での対応

最大の失敗は、統一された正式な合意文書なしに交渉を進めたことで、解釈の主導権を

米国に明け渡す結果を招いたことです。



首相の責任：戦略的リーダーシップの欠如

抵抗のレトリックと譲歩の現実

石破首相は「国益をかけた戦い」「なめられてたまるか」と強硬姿勢をアピールしました

が、最終合意は「きわめて不合理で、不平等かつ屈辱的」と酷評されるものでした。

交渉相手の根本的な誤読

トランプ政権の取引的で威圧的な交渉スタイルを根本的に誤解し、個人的信頼関係が米

国の冷徹な国益追求を和らげるという甘い期待を抱いていました。

本来果たすべきだった役割

「統一された、法的に精査された単一の合意文書なくして、いかなる合意も最終決定とし

ない」という原則を確立し、貫徹すべきでした。



結論：不平等条約からの教訓と政策提言

01

「文書なくして合意なし」原則の徹底

すべての当事者が合意した、法的に精査された単一の統一文書なしには、

最終合意としない鉄則を確立する必要があります。

02

大規模財政支出への独立審査

公的資金を用いた大規模な海外財政支出は、国会による事前承認を含む透

明性の高い独立審査プロセスの対象とすべきです。

03

「官邸主導」モデルの見直し

重要な国際交渉では、官邸の戦略的方向性が関係省庁の専門知識によって

検証される制度的メカニズムが必要です。

04

対抗的交渉力の構築

多国間枠組みの強化と他のミドルパワー諸国との連携により、大国の一国

主義的動きに対する集団的な重しを形成すべきです。

この苦い経験を将来の国益確保に繋げるため、日本の通商外交戦略と政策決定プロセスの根本的な見直しが不可欠です。


